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学位論文要旨
1994年12月，ウルグアイ。ラウンドが終結し，世界貿易システムの法的。制度的枠組みは相当程度
明確化及び強化された。これは，国際貿易の一層の拡大と貿易自由化を妨げる非関税障壁の縮小を意
味する。その結果，各国経済は外国との競争にさらされることになるし，関税障壁及び伝統的な貿易
障壁が低くなるに従って，状況によっては外国との競争から自国産業を保護しなければならない。こ
の様な状況の救済のために，ＧＡＴＴ（1994年の関税及び貿易に関する一般協定）は輸入国がセーフガー
ド措置（19条)，補助金相殺関税及び反ダンピング措置（６条）などを適用することを認めているが，
その中でも差別的で狙い撃ちが可能な反ダンピング措置が広く利用されてきた。
このような反ダンピング法の濫用を後押しするのが「不公正貿易論」である。不公正貿易論の内容
は次のようなものである。すなわち，「不公正行為」とは効率的及び競争的市場のルールから逸脱す
る行為であり，国家間の経済的比較優位を歪める。したがって，比較優位とは関係のない人為的優位
を相殺する必要があり，それは反ダンピング課税によって行うべきである，という理論である。
このように反ダンピング法は保護主義者の道具として使われているから，ＧＡＴＴは反ダンピング法
の廃止又はその適用の制限を試みなければならない。貿易自由化につながる多角的貿易交渉として注
目を浴びたウルグアイ゜ラウンドにおいては，反ダンピング法の改善が期待されていた。しかし，反
ダンピング法適用の制限のルールはある程度強化されたが，｜慶昧な点が残され保護主義の武器として
濫用される可能性が大きい。
しかし，ＧＡＴＴ６条及び国際ダンピング協定等において規定されている意味におけるダンピングが
不公正貿易であることは，必ずしも理論的に確立しているわけではない。不公正貿易が行われている
かどうか判断する際には，国内競争法で問題にされる略奪的価格による輸出が行われているかどうか
を検討壜するのが重要である。ダンピングが特に弊害をもたらすと考える経済的正当性は存在しない。
したがって，反ダンピング政策から競争政策に移行させるために，反ダンピング法は廃止して，その
替わりに競争法による規制にその機能を任せる必要がある。
企業の多国籍化にともなって，対外直接投資がますます活発に行われている現在，このような反ダ
ンピング規制は，競争法の立脚する経済的効率重視の考え方と矛盾する。最近，反ダンピング法と競
争法との関連問題が大いに議論されている。一つは，現在は輸入国の反対によって主要な議論の項目
から外されてはいるものの，反ダンピング法に競争法の原理を取入れること（略奪的価格設定のみを
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規制対象にすること）ができるかについての議論が，ＷＴＯの「貿易と競争政策の相互作用」に関す
る作業部会において取り上げられた。これは，競争法が「略奪的価格設定」を禁止することから，反
ダンピング法による規制を「略奪的ダンピング」のみに限定する改革についての議論と同じである。
しかし，競争法上の略奪的価格設定に対する各国の見解は大きく異なっており，略奪的ダンピングが
如何なるものであるべきか，一つの意見にまとめることは難しい。また，場合によっては廃止論と同
様の結果になる。
もう一つは，反ダンピング法の競争法への代替と競争法のハーモナイゼーションによって，反ダン
ピング法を廃止すべきであるという理論である。この理論が一番理想的ではあるが，反ダンピング措
置の濫用を防止し，また国際的競争を促進するために，反ダンピング法を廃止することは不可欠であ
る。しかし，上述のような反ダンピング法の廃止は，現実的に不可能である。
本稿は，経済の地域統合における反ダンピング政策と競争政策，国毎に異なる競争法上の略奪的価
格設定の取扱い，及び，反ダンピング法制度が抱えている問題点を検討することによって，反ダンピ
ング法の廃止が可能かどうかを探ることを研究課題とする。
まず，経済の地域統合の中でも重要と思われるケースについて，実際に域内国間における反ダンピ
ング法はどのように扱われているか検討する。いくつかのケースにおいては，相互に反ダンピング法
の適用を免除している。現在数多く行われている経済の地域統合に鑑みると，事実上この方法が反ダ
ンピング問題の解決策であることを示唆していると言える。このような域内における相互の反ダンピ
ング法の適用免除は，ＷＴＯレベルでの反ダンピング法の廃止が現実的に不可能であることを考慮す
ると，ダンピング問題に対する－つの代替的解決策として位置付けることもできよう。
しかし，経済の地域統合は反ダンピング法の除去を必ずしも前提にしているわけでもない。最近成
立したNAFTA及びＥＡ，そしてＥＣ・地中海諸国の自由貿易地域のように，反ダンピング法の替わり
に競争法を適用しない事例もある。国の経済発展レベル，競争法整備の程度，商品が補完的かどうか
等によって異なるであろう。このことはＷＴＯという多数の国の間での反ダンピング法廃止は，困難
であることを示唆する。
次に，略奪的価格設定及び価格差別に対する米国，ＥＣ及び日本の競争法を比較。検討する。米国，
ＥＣ及び日本の競争法は，原価割れ販売と価格差別に対する規制基準が大きく異なる。すなわち，米
国では，いずれも反トラスト法に反する行為になるためには「略奪」及び「埋合わせ」の可能性が必
要条件とされる。そして，この条件が揃うことはほぼ不可能である。米国連邦最高裁のこうした判断
は，米国の生産者を外国のいわゆる「不公正な」価格設定行為から保護するための残された唯一の手
段である反ダンピング法を廃止することをいっそう難しくするかもしれない。
また，この米国最高裁判決によって定義された「略奪的価格設定」の判定基準に基づいて反ダンピ
ング法を改正するということは，不当行為である略奪的価格設定として認定され得る価格設定が皆無
であることに鑑み，改正は事実上廃止につながる結果になるであろう。よって，米国の反トラスト法
に基づく反ダンピング法の改正は現実的にあり得ないと思われる。
しかし，ＥＣの競争法上においては，米国の反トラスト法が規制しない「略奪的ではない価格差別」
も規制の対象になっているし，略奪的価格設定の判断の際にも「埋合わせ」要件を要求しない。した
がって，ＥＣの競争法にもとづいて反ダンピング法を改正したとしても，米国反トラスト法を応用し
た場合のように事実上の廃止には至らないだろう。日本の独占禁止法上の不当廉売は，ＥＣより反競
争的行為として認定される範囲が広いものの，反ダンピング法における国内産業の実質的な損害の基
準により遙かに厳格である。反ダンピング法を廃止して競争法に代替するためには，前提として略奪
的価格設定に対する各国の意見を統一する必要がある。しかし，これは実質的に不可能に近い。
第三に，現在の反ダンピング法制度の運用において，法制度を取り巻く環境，及び，国際貿易と国
内政治及び国家間の複雑な政治的利害との深い関わりを考えると，未だ，反ダンピング法を廃止でき
る土台は築かれていない。詳述すると，（ｉ）反ダンピング法と競争法は規制目的を異にしているこ
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と，（ii）輸出自主規制の禁止によって反ダンピング法への依存が強まること，（iii）政治家にとって，
反ダンピング法は政治的な目的を達成するために利用しやすいこと，（iv）多くの国による反ダンピ
ング法の保有はその存在を固定化する可能性が大きい，ということである。
最後に，現在まで反ダンピング法を多く利用してきた国の国内状況の変化によって，法の改正が可
能になる兆しが見えつつあることを指摘し，実現可能な改革案を提示する。
反ダンピング法の一般化は，反ダンピング法の存在を固定化する可能性はあるが，逆に多くの国に
よる反ダンピング法の保有及び使用は，反ダンピング法の改善に繋がるかもしれない。大部分の工業
国によって反ダンピング税が課せられれば，取引される貿易量のほとんどが反ダンピング法の規制対
象になる可能性が生ずる。今後は従来より数多くの先進工業国の輸出企業が後発工業国の反ダンピン
グ法にさらされることになり，先進国企業の輸出が以前より大きな打撃を受けるだろう。このような
反ダンピング法の世界的蔓延は，米国。ＥＣ等の輸出企業に様々な脅威をもたらすので，こうした輸
出企業が各政府に政治的圧力をかけ，反ダンピング法の改正を訴える可能性も生じてくるかもしれな
い。
実際，米国は以前から反ダンピング法に関する上述のような懸念を打開する必要性を認識し，米国
の輸出企業が外国の反ダンピング手続において不公正に扱われないように，反ダンピング調査基準を
強化し及びより透明にするという目的をもって，ウルグアイ・ラウンド交渉に臨んだ。
交渉の結果，ある程度の改善がなされたが，これに対する米国内の評価は二つに分かれた。すなわ
ち，輸入競争企業側と輸出企業側の意見の対立である。輸入競争企業側は，米国法の概念及び明確な
手続の協定への導入は評価した。しかし，協定が既存の米国法から大きく変更されたこと，また国内
産業の保護を明白に難しくしたことに対しては懸念を表明した。
他方，輸出企業側は，現行の協定は反ダンピング法による保護を求める国内産業の利益と，米国内
において生産された産品の相当な量を輸出する世界的な競争力をもつ国内産業の利益とのバランスが
とれたものであると評価した。競争力を維持して外国市場に進出しようとする米国企業は，外国の反
ダンピング法の報復をおそれ，または実際にその経験があったため，反ダンピング協定による規律強
化を強く求めていたのである。国内輸出企業の意見がまとまり，大きな政治的な力をもつことになれ
ば，反ダンピング法を進める政治的環境が整う。
戦後通説となっていた「不公正貿易論」は，ガット６条及び反ダンピング協定の立法趣旨であると
解釈され，単なる国内産業の保護のために反ダンピング法を濫用しやすくしている。このように，
｢不公正貿易論」はＷＴＯの根本政策に反する欠点を抱えている。
したがって，反ダンピング法の濫用防止が可能であり，かつ，反ダンピング法を維持しようという
意見と反ダンピング法を競争法に代替しようという意見のバランスがとれた「Traffic-LightSystem」
案，または，反ダンピング措置によって保護される産業の利益とこれによって被る消費者の損失を考
慮して，反ダンピング措置の発動を総合的に判断する「公共利益条項」の導入案などを基本にして，
反ダンピング法を改正することが望ましい。
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学位論文審査結果の要旨
本論文は，反ダンピング法が濫用されている現象とそれに対する経済理論に基づく批判論を検討し，
ＷＴＯにおける多国間貿易システムのもとで反ダンピング法及びその濫用に対していかなる改善策。
解決策が現実に可能であるかを法学的，経済学的，及び政治学的な視点から，探ろうとした意欲的な
論文である。
ＷＴＯ新ラウンド交渉において反ダンピング協定の規律強化が大きな争点の１つともなっている今，
本論文のテーマはまさに時代の要請に適合したものであり，かつ，世界各国の反ダンピングに対する
対応。立場は異なるとはいえ，世界経済にとって検討すべき緊急の課題であり，今後さらに発展させ
ることのできるものである。
特に，法学的（ここでは国際経済法学）の視点のみにより解決が図られる問題はなく，経済学的，
政治学的な視点等からの学際的検討が不可欠なテーマであり，その点で学際的研究を旨とする社会環
境研究科における研究環境が十分に生かされた成果であるといえる。
本論文は，先ず，反ダンピング法の内容，その適用が窓意的に流れ，保護主義の手段として現実に
は機能し，結果的に自由貿易を阻害していると指摘する。そして，国際反ダンピング協定の規律の現
状及びＷＴＯにおける議論の推移などからして，これからも反ダンピング法が保護主義の武器として
濫用されつづけることを指摘する。
このような指摘は的確なものであろうが，本審査委員会の中には，その実態の指摘についてやや具
体性に欠けているとの評価も存した。
本論文は，第２にＧＡＴＴ６条におけるダンピングの定義を中心に当該６条の法解釈とＧＡＴＴ６条を
支える理論的根拠である「不公正貿易論」についての検証を行う。いかなるダンピングが反ダンピン
グ法の規制対象となるかについて，いわゆる「lIl各奪的ダンピング」以外のダンピングを規制対象にす
ることについては経済理論的に合理性が存しないと主張する。本論文は，不公正貿易論を痛烈に批判
し，最近有力に主張されつつある競争政策論を紹介したうえで，反ダンピング法は国際貿易における
反競争的なダンピングのみを禁止すべきであり，結果的には各国競争･法によって反ダンピング規制を
行うべきであると主張する。
このような主張については，不公正貿易論に対する経済学的検証がやや不十分である，あるいは申
請者の前提とする自由貿易体制において反ダンピング法を廃止し競争法に代替することによる経済的
な評価が必要ではないかと指摘もあったが，その方向性については高く評価される。
さらに，本論文は，上記の理論的な考察を踏まえ，その実現可能性を探る。ここでは，反ダンピン
グ法の廃止論，特に競争法への代替論の実現可能性を検討しているが，特筆すべきことは，経済の地
域統合において反ダンピング法の競争法への代替がどのように実現されているかという点に照準をあ
わせて，ＥＣ，EEA，ＥＣ・中東欧自由貿易地域，ANZCERTA（オーストラリアとニュージーランド)，
NAFTA（北米自由貿易地域）などの反ダンピング法あるいは競争法の現状（改正状況等）を詳細に
検討している点である。
その上で，ＥＣやANZCERTA等国の経済発展レベルや競争法の制定状況等において高い均質性を
有している地域統合においては反ダンピング法の適用免除，競争法規制への代替が実際に行なわれて
いるが，それ程の均質性を有していないNAFTA北米３ヶ国やＥＣ・中東欧間では反ダンピング法廃
止，競争法への代替が必ずしも成功していないことを指摘し，ＷＴＯという多数国間レベルでの競争
法への代替が現実に困難であると結論づけている。
このような視点からの検討はこれまで日本には存せず，ここでの成果は高く評価されうる。
反ダンピング法の競争法への代替論の実現可能性を検討するにあたり，さらに，略奪的価格設定に
対.するアメリカ，ＥＣ及び日本の３ヶ国の競争薑法における規制基準を比較する。このような比較法的
な分析を通して，略奪的価格設定についての各国の基準が不統一であることを指摘し，競争法への代
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替論の前提条件である競争法の国際的ハーモナイゼイションが現実的には困難であることを結論づけ
ている。
競争法の略奪的価格設定規制を日米欧の３ヶ国にわたって比較法的に詳しく研究したものは従来日
本には見当たらず，かつこれを反ダンピング法の競争法への代替論の実現可能性という視点から検討
した意味では，世界的に見てもこの領域における研究に新たな成果を付け加えたといってよかろう。
但し，長期的には，ただ単にズレがあるのでハーモナイゼイションが困難であると断ずるのではなく，
３ヶ国の競争法理論の差異をさらに深く検討することでＷＴＯレベルにおける統一的なダンピング規
制理論の可能性を探るという，より建設的方向で研究を発展させることも望まれる。
最後に，本論文は，反ダンピング法廃止が困難であり，かつ競争法への代替も困難であるとして反
ダンピング法の改革論をいくつか提示する。１つは「比較優位国内産業保護論」を前提としたＧＡＴＴ
６条の解釈論レベルでの提案であり，反ダンピング法の規制対薑象は生産コストを下回る輸出であると
して，ＧＡＴＴ６条における損害や因果関係の定義に絞りをかけるものである。第２に，「損害」を判
断するにあたり，公共利益への配慮を義務つけることにより，その反ダンピング措置の発動に絞りを
かけるという公共利益条項案を導入し，ひいては反ダンピング法内部に競争政策論を取り込むという
立法論レベルの改革論をも提案する。最後に，ミクロ経済理論にもとづいて，「正当な提訴者」と
｢保護主義的濫用者」を区別するためにTraffic-LightSystemを紹介する。
ここでの提案は改革の実現可能性を強く考慮したものといえようが，個々の事案においてその具体
的な適用がどのようになされるのが，必ずしも明確ではなく説得力に欠ける部分も存する。しかし，
最新の学説等を猟歩し，現実的な解決策も模索した点は評価することができる。
また，最終的に以上の改革論の実現可能性について検討薑するにあたって，世界貿易自由化にともな
う政治経済学的に見てダイナミックな視点も取りいれており，なおプリミティヴな指摘に止まるとは
いえ，その面での一定の独自性も有している。
総じて，(1)本論文は，その法的な論理構成において，高く評価することがきる，(2)特に，本論文４
章，５章は，これまでわが国において存しなかった成果であり，その分析の視点の独自性とあわせて，
高く評価することができる，(3)問題解決の方向性についても，一定の評価を与えることができる，と
いえよう。
よって，本審査委員会は，学位（博士。法学）授与が相当であると判断する。
なお，最後に，本審査委員会は，このような法的な論理構成に照応した経済理論的検討等が今後十分
に行われ，さらにこの論文が精級化されることを望む。
－５６－
